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ドコモのソリューション協創
「 ⽔産 」
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地⽅創⽣で社会課題解決

・SDGs
・ESG
・Society5.0

少⼦⾼齢化、東京⼀極集中

キーワード

地⽅創⽣で⻭どめ
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ドコモの中期戦略

「地⽅創⽣」を主要な取り組みとして推進

社会課題解決
地⽅創⽣
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ドコモの強み
ICTを活⽤し、社会課題の解決と持続可能な成⻑を実現

⾦融
Fintech
遠隔窓⼝物流・流通

温度管理輸送
空きトラック⾒える化

医療・介護
遠隔医療

クラウド⼼電図

観光
キャッシュレス化

VR観光

働き⽅
ドローン⾼所点検

スマートライフ
AIインフォテイメント
スマートホーム

都市インフラ
インフラ⾃動運転
（バス・タクシー）

製造
スマートファクトリー

故障予知

建設・⼟⽊
重機遠隔操作

⼀次産業
センサー遠隔監視

システム

IoTAI ビッグ
データ

VRクラウド

ドローン

Fin
tech ロボット
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現場に寄り添い、
⽔産現場と先端技術・サービスをつなぎ、

イノベーションを創発する︕

⽔産

ビジョン
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ドコモのスマート⽔産事例
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2017年よりサービス開始。全国30カ所以上実績あり

センサー
情報閲覧

クラウド

ICTブイアプリ

ICTブイ Ⅰ型 ICTブイ Ⅱ型
(BOX型)

ウミミル

⽔温 クロロ
フィル

溶存
酸素

据え置き型
(BOXタイプ型)

塩分

ICTブイソリューション
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他サービスとの連携による⾼付加価値化

(⼀社)漁業情報サービスセンター

Chl.a分布図海況シミュレーション



Copyright© 2019 NTT docomo, INC. All Rights Reserved. 8

リアルタイム尾数カウントの実証実験

ソナーデータ
解析

出荷⽤⽣簀

⾳響ソナー

⽣育⽤⽣簀

リアルタイムに
尾数を確認

低遅延
データ転送

個体識別に成功
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⼤学との協創事例
⽔産業界における労働者の負担軽減に向けた取り組み

5Gと⽔中ドローンを活⽤した漁場遠隔監視の実証実験に成功
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鯖やグループとの業務提携契約（2020年5⽉28⽇）

＜実証実験概要＞＜6⽉10⽇ ⽇刊⽔産経済新聞＞
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なぜ 「サバ」なのか 〜サバの優位性について〜

⿂種 増⾁係数 出荷サイズ
(g)

育成期間
(カ⽉)

出荷価格
(Kgあたり)

DHA
(100g中/mg)

EPA
(100g中/mg)

マグロ 8.0 60,000 36 2,500 120 40

マダイ 2.2 1,400 25 800 1,830 1,085

ブリ 2.8 4,200 19 900 1,700 940

サバ 2.2 500 10 2,000 1,85 1,214

①給餌効率、増⾁係数がよい
②出荷までの成⻑にかかる時間が短い
③⼈間の体に重要な栄養価が⾼い
④完全養殖が可能となり、環境負荷が少ない

市場拡⼤の可能性が⼤きい︕
⽬標︓5年で70億円の市場創出
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新たな⽣産・流通モデル

優良な
種苗⽣産

⾃社⽣産

他社⽣産

新規参⼊促進

⾃社
利⽤

卸売

フードロス活⽤餌 等 ICTを活⽤した
養殖管理システム

販売
or

消費者直送

市場
・

消費者

卸売 活⽤促進


